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• 本調べは、平成１９年１月１日～平成２１年１２月３１日の３年間に生活保
護受給中（停止中を含む）に自殺又は自殺と推定された死亡者（以下、
「自殺者」という。）の状況をまとめたものである。

（注）自殺者とは、死亡診断書又は死体検案書若しくはケース台帳等から自殺又は自殺と
推定される死亡者をいう。

• 平成２２年１月２１日に全国の自治体に依頼し、福祉事務所から都道府
県本庁を通じて報告があったものを厚生労働省社会・援護局保護課にお
いて集計した。

• この調べは、毎年行っているものではなく、福祉事務所が過去３年間の
状況について、職員の記憶やケース台帳を基にして報告したものである。
したがって、記憶の新しい直近年と比べて古い年次のデータには報告漏
れがある可能性があり、年次推移を見る際にはこの点に留意する必要
がある。

• 都道府県別の数値は、一都道府県当たりの件数が極めて少なく、結果
が不安定であること、一個人の特定につながる可能性があることから公
表は控える。

生活保護受給者の自殺者調べの概要及び留意点
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• 生活保護受給者の自殺率は、平成１９年で被保護人員１０万対３８．４、平成２０年で
同５４．８、平成２１年で同６２．４となっており（注）、全国の自殺率よりも高い。

• その原因としては、生活保護受給者には、自殺の大きな要因と考えられている精神疾
患（うつ病、統合失調症、依存症）を有する者の割合が全国平均よりも高いことが考え
られる。（１０ページ参照）

（注）年々増加傾向にあるが、この調べは毎年行っているものではなく、福祉事務所が過去３年間の状況につ
いて、職員の記憶やケース台帳を基にして報告しているものであるため、記憶の新しい直近年と比べて過年
度分には報告漏れがある可能性があるため、厳密には推移は分析できない。

結果概要

生活保護受給者 （参考）全国

自殺者数 自殺率 自殺者数 自殺率

平成１９年
人

５７７
被保護人員１０万対

３８．４
人

３３，０９３
人口１０万対

２５．９

平成２０年 ８４３ ５４．８ ３２，２４９ ２５．３

平成２１年 １，０４５ ６２．４ － －

（注）自殺率は、人口（又は被保護人員）１０万人当たりの自殺者数を示す。

資料：平成２０年中における自殺の概要資料（警察庁）、被保護者全国一斉調査（基礎）（平成２１年は暫定集計）
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• 生活保護受給者の自殺者数は、平成１９年５７７人、同２０年８４３人、同２１年１，０４
５人であり、３年間の累計で２，４６５人である。

• 男女別にみると、男が６５．６％、女が３４．４％となっている（累計）。

１ 自殺者総数

被保護自殺者数

男 女

人数 577 380 197

構成割合 100.0% 65.9% 34.1%

人数 843 553 290

構成割合 100.0% 65.6% 34.4%

人数 1,045 683 362

構成割合 100.0% 65.4% 34.6%

人数 2,465 1,616 849

構成割合 100.0% 65.6% 34.4%

（参考）被保護者数

男 女

人数 1,537,893 716,873 821,020

構成割合 100.0% 46.6% 53.4%

資料：被保護者全国一斉調査（基礎調査）

（参考）一般自殺者数

男 女

人数 32,249 22,831 9,418

構成割合 100.0% 70.8% 29.2%

資料：平成20年中における自殺の概要資料（警察庁）

平成20年

被保護自殺者 総数

平成19年

平成21年

累計

被保護者 総数

平成20年

一般自殺者 総数

平成20年
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２ 年齢階級別自殺者数

• ５０歳代が全体の２４．１％（累計）を占め、次いで６０歳代（２３．０％）、４０歳代（１７．
４％）の順となっており、この傾向はほぼ３年間変わらない。

• また、警察庁発表の全国の自殺者の傾向と比較しても、年齢階級別の順位は全く同
じである。
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人 年齢別被保護自殺者数

平成19年

平成20年

平成21年

年齢別被保護自殺者数

～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳～ 不詳

人数 577 4 30 91 91 145 141 61 14 -

構成割合 100.0% 0.7% 5.2% 15.8% 15.8% 25.1% 24.4% 10.6% 2.4% -

人数 843 9 51 124 166 199 187 79 28 -

構成割合 100.0% 1.1% 6.0% 14.7% 19.7% 23.6% 22.2% 9.4% 3.3% -

人数 1,045 11 70 160 172 249 238 110 35 -

構成割合 100.0% 1.1% 6.7% 15.3% 16.5% 23.8% 22.8% 10.5% 3.3% -

人数 2,465 24 151 375 429 593 566 250 77 -

構成割合 100.0% 1.0% 6.1% 15.2% 17.4% 24.1% 23.0% 10.1% 3.1% -

（参考）年齢別自殺者数

～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳～ 不詳

人数 32,249 611 3,438 4,850 4,970 6,363 5,735 3,697 2,361 224

構成割合 100.0% 1.9% 10.7% 15.0% 15.4% 19.7% 17.8% 11.5% 7.3% 0.7%

被保護自殺者 総数

累計

平成21年

平成20年

平成19年

全自殺者 総数

平成20年

資料：平成20年中における自殺の概要資料（警察庁）
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（参考）年齢階級別自殺率

• 年齢階級別に自殺率をみると、２０歳以上５９歳以下で生活保護の自殺率が全国平
均よりも高く、７０歳以上になると全国平均よりも低くなっている。

• これは、自殺率の分母となる被保護者数のうち、２０歳以上６０歳未満では、自殺の大
きな要因と考えられている精神疾患を有する者の割合が高いことが原因と考えられる。

※精神疾患及び精神障害を有する被保護者の割合：２０歳未満 １．４％、２０歳～５９歳 ３３．７％、６０歳以上 １０．１％
（平成２０年被保護者全国一斉調査（個別））
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被保護自殺者

一般自殺者

年齢別被保護自殺者数

～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳～ 不詳

人数 577 4 30 91 91 145 141 61 14 -

構成割合 100.0% 0.7% 5.2% 15.8% 15.8% 25.1% 24.4% 10.6% 2.4% -

自殺率 38.4 1.7 83.0 91.0 74.2 61.6 42.4 20.6 9.9

人数 843 9 51 124 166 199 187 79 28 -

構成割合 100.0% 1.1% 6.0% 14.7% 19.7% 23.6% 22.2% 9.4% 3.3% -

自殺率 54.8 3.8 139.2 123.5 127.5 87.5 54.6 25.2 18.8

人数 1,045 11 70 160 172 249 238 110 35 -

構成割合 100.0% 1.1% 6.7% 15.3% 16.5% 23.8% 22.8% 10.5% 3.3% -

自殺率 62.4 4.3 162.6 142.6 112.4 103.1 62.9 33.3 21.9

（参考）年齢別自殺者数

～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳～ 不詳

人数 33,093 548 3,309 4,767 5,096 7,046 5,710 3,909 2,488 220

構成割合 100.0% 1.7% 10.0% 14.4% 15.4% 21.3% 17.3% 11.8% 7.5% 0.7%

自殺率 25.9 2.3 22.0 25.4 31.9 38.1 35.0 31.3 34.9

人数 32,249 611 3,438 4,850 4,970 6,363 5,735 3,697 2,361 224

構成割合 100.0% 1.9% 10.7% 15.0% 15.4% 19.7% 17.8% 11.5% 7.3% 0.7%

自殺率 25.3 2.6 23.3 26.1 30.7 36.0 33.7 29.2 31.4

注）自殺率は、人口１０万人当たりの自殺者数を示す。

総数

平成19年

平成20年

平成21年

被保護自殺者

全自殺者 総数

平成19年

平成20年

注）自殺率は、被保護人員１０万人当たりの自殺者数を示す。被保護人員は、被保護者全国一斉調査（基礎）（平成２１年は暫定集計）

資料：平成20年中における自殺の概要資料（警察庁）



３ 世帯類型別自殺者数

• 自殺者が属していた被保護世帯を世帯類型別にみると、傷病者世帯が最も多く、３
年間累計で１，０１６人（４１．２％）、次いで障害者世帯５１６人（２０．９％）、高齢者世
帯４８３人（１９．６％）となっている。
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人 世帯類型別被保護自殺者数

平成19年

平成20年

平成21年

世帯類型別被保護自殺者数

高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他の世帯

人数 577 109 35 117 245 71

構成割合 100.0% 18.9% 6.1% 20.3% 42.5% 12.3%

人数 843 151 42 189 361 100

構成割合 100.0% 17.9% 5.0% 22.4% 42.8% 11.9%

人数 1,045 223 52 210 410 150

構成割合 100.0% 21.3% 5.0% 20.1% 39.2% 14.4%

人数 2,465 483 129 516 1,016 321

構成割合 100.0% 19.6% 5.2% 20.9% 41.2% 13.0%

（参考）世帯類型別被保護者数

高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他の世帯

人数 1,536,210 582,030 243,790 209,950 336,810 163,630

構成割合 100.0% 37.9% 15.9% 13.7% 21.9% 10.7%

資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）

平成20年

被保護自殺者 総数

平成19年

平成20年

平成21年

累計

被保護者 総数
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（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されているか、これらに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。
「母子世帯」は、現に配偶者がいない６５歳未満の女子と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。
「障害者世帯」とは、世帯主が障害者加算を受けているか、障害、知的障害等の心身上の障害のため働けない世帯をいう。
「傷病者世帯」とは、世帯主が入院しているか在宅患者加算を受けている世帯又は世帯主が傷病のため働けない世帯をいう。
「その他の世帯」とは、上記以外の世帯をいう。



世帯人員別被保護自殺者数

単身世帯 2人以上世帯 不明

人数 577 434 143 -

構成割合 100.0% 75.2% 24.8% 0.0%

人数 843 655 187 1

構成割合 100.0% 77.7% 22.2% 0.1%

人数 1,045 813 232 -

構成割合 100.0% 77.8% 22.2% -

人数 2,465 1,902 562 1

構成割合 100.0% 77.2% 22.8% 0.0%

（参考）世帯人員別被保護世帯数及び被保護者数

単身世帯 2人以上世帯

世帯数 1,113,283 838,647 274,636

構成割合 100.0% 75.3% 24.7%

人数 1,537,893 838,647 699,246

構成割合 100.0% 54.5% 45.5%

資料：被保護者全国一斉調査（基礎調査）

総数

平成20年

被保護者

平成21年

累計

平成20年

平成19年

被保護自殺者 総数

４ 世帯人員別自殺者数

• 自殺者が属していた被保護世帯を世帯人員別にみると、単身世帯が多く、３年間累
計で１，９０２人（７７．２％）となっている。また、この割合は、ほぼ３年間変わらない。
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• 自殺の原因・動機が明らかな者について、自殺の原因、動機（複数回答３つまで）を
見ると、「健康問題」が最も多く、３年間の累計で７８５件（５９．７％）、次いで「その他」
３９５件（３０．１％）、「経済・生活問題」２０７件（１５．８％）となっている。

• 調査手法が異なるため厳密な比較はできないが、警察庁発表の全国の自殺者の傾
向と比較すると、「経済・生活問題」、「勤務問題」が少なく、「その他」が多くなってい
る。

５ 自殺の原因・動機別割合

（その他の例）
・家族の死亡等による孤独感
・家族、知人から誹謗中傷されるなど人間関係の悩み
・騒音問題など近隣住民とのトラブル
・精神病院入院中、一時退院中又は退院直後に衝動的に自殺
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被保護自殺者の自殺の原因・動機（複数回答３つまで）

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他

人数 305 39 190 44 2 17 1 80

構成割合 100.0% 12.8% 62.3% 14.4% 0.7% 5.6% 0.3% 26.2%

人数 448 66 271 71 5 24 5 132

構成割合 100.0% 14.7% 60.5% 15.8% 1.1% 5.4% 1.1% 29.5%

人数 561 78 324 92 5 27 3 183

構成割合 100.0% 13.9% 57.8% 16.4% 0.9% 4.8% 0.5% 32.6%

人数 1,314 183 785 207 12 68 9 395

構成割合 100.0% 13.9% 59.7% 15.8% 0.9% 5.2% 0.7% 30.1%

（参考）全国の自殺の原因・動機（複数回答３つまで）

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他

人数 23,490 3,912 15,153 7,404 2,412 1,115 387 1,538

構成割合 100.0% 16.7% 64.5% 31.5% 10.3% 4.7% 1.6% 6.5%

平成21年

平成20年

被保護自殺者
総数

（実人員）

資料：平成20年中における自殺の概要資料（警察庁）

（注）遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を自殺者一人につき３つまで
　　計上可能としたため、各原因・動機別の和と総数（実人員）とは一致しない。

平成20年

一般自殺者
総数

（実人員）

（注）遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を自殺者一人につき３つまで
　　計上可能としたため、各原因・動機別の和と総数（実人員）とは一致しない。
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平成19年
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• 自殺者のうち精神疾患を有する者が多く、３年間の累計で１，６３３人（６６．２％）となっている。
また、この割合は、３年間を通じてほぼ同様である。

• なお、被保護者数に占める精神疾患及び精神障害を有する者の割合は１６．４％であるのに対
し、全人口に占める推定精神疾患患者の割合は２．５%となっている。

６ 精神疾患の有無別自殺者数

精神疾患の有無別被保護自殺者数

有 無 不明

人数 577 381 194 2

構成割合 100.0% 66.0% 33.6% 0.3%

人数 843 581 260 2

構成割合 100.0% 68.9% 30.8% 0.2%

人数 1,045 671 369 5

構成割合 100.0% 64.2% 35.3% 0.5%

人数 2,465 1,633 823 9

構成割合 100.0% 66.2% 33.4% 0.4%

（参考）精神疾患及び精神障害の有無別被保護者数

有 無

人数 1,536,210 251,310 1,284,900

構成割合 100.0% 16.4% 83.6%

資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）

（参考）全国の推定精神疾患患者数 （千人）

有 無

人数 127,692 3,233 124,459

構成割合 100.0% 2.5% 97.5%

資料：平成20年患者調査、総務省推計人口（平成20年10月1日現在）

被保護自殺者 総数

累計

平成21年

平成20年

平成19年

平成20年

全人口 総数

平成20年

被保護者 総数
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人 被保護自殺者の保護開始理由
平成19年
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• 保護開始時の理由をみると、「世帯主の傷病（精神）」が最も多く、３年間の累計で１，０４９
人（４２．６％）となっている。また、この割合は、３年間を通じてほぼ同様である。

７ 保護開始理由別自殺者数

保護開始理由別被保護自殺者数

世帯主の傷病

（精神）

世帯主の傷病

（その他・不

世帯員の傷病

(精神)

世帯員の傷病

(その他・不明)

急迫保護で医

療扶助単給
要介護状態

働いていた者

の死亡

働いていた者

の離別等

失業：定年・自

己都合

失業：勤務先

都合（解雇等）

老齢による収

入の減少

事業不振・倒

産

その他の働き

による収入の

社会保障給付

金の減少・喪

貯金等の減

少・喪失

仕送りの減

少・喪失
その他 不明

人数 577 245 149 13 10 - - - 8 10 6 22 2 9 2 56 8 36 1

構成割合 100.0% 42.5% 25.8% 2.3% 1.7% - - - 1.4% 1.7% 1.0% 3.8% 0.3% 1.6% 0.3% 9.7% 1.4% 6.2% 0.2%

人数 843 371 223 17 10 2 - - 10 17 13 22 2 14 4 95 7 35 1

構成割合 100.0% 44.0% 26.5% 2.0% 1.2% 0.2% - - 1.2% 2.0% 1.5% 2.6% 0.2% 1.7% 0.5% 11.3% 0.8% 4.2% 0.1%

人数 1,045 433 238 26 16 5 1 2 22 28 25 44 4 20 7 106 15 53 -

構成割合 100.0% 41.4% 22.8% 2.5% 1.5% 0.5% 0.1% 0.2% 2.1% 2.7% 2.4% 4.2% 0.4% 1.9% 0.7% 10.1% 1.4% 5.1% -

人数 2,465 1,049 610 56 36 7 1 2 40 55 44 88 8 43 13 257 30 124 2

構成割合 100.0% 42.6% 24.7% 2.3% 1.5% 0.3% 0.0% 0.1% 1.6% 2.2% 1.8% 3.6% 0.3% 1.7% 0.5% 10.4% 1.2% 5.0% 0.1%

（参考）保護開始理由別被保護者数

急迫保護で医

療扶助単給
要介護状態

働いていた者

の死亡

働いていた者

の離別等

失業：定年・自

己都合

失業：勤務先

都合（解雇等）

老齢による収

入の減少

事業不振・倒

産

その他の働き

による収入の

社会保障給付

金の減少・喪

貯金等の減

少・喪失

仕送りの減

少・喪失
その他 不明

世帯 16,310 1,605 84 54 602 543 362 769 121 766 203 2,842 536 985 -

構成割合 100.0% 9.8% 0.5% 0.3% 3.7% 3.3% 2.2% 4.7% 0.7% 4.7% 1.2% 17.4% 3.3% 6.0% -

資料：福祉行政報告例

累計

平成21年

平成20年

平成19年

被保護自殺者 総数

被保護者 総数
世帯主の傷病 世帯員の傷病

平成20年
6,567 271

40.3% 1.7%
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